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国税不服申立制度の見直し

１
�
は
じ
め
に

昨
年
１２
月
１２
日
に
与
党
よ
り

公
表
さ
れ
た
平
成
２６
年
度
税
制

改
正
大
綱
及
び
同
月
２４
日
に
閣

議
決
定
さ
れ
た
平
成
２６
年
度
税

制
改
正
の
大
綱
で
は
、
国
税
及

び
地
方
税
に
関
す
る
不
服
申
立

手
続
に
関
し
て
、
行
政
不
服
審

査
法
の
見
直
し
に
伴
う
大
幅
な

改
正
案
が
示
さ
れ
て
い
る
。

本
稿
で
は
、
字
数
の
関
係
か

ら
、
国
税
に
限
定
し
て
、
大
綱

に
具
体
的
に
記
載
さ
れ
た
項
目

に
つ
い
て
、
そ
の
内
容
と
意
義

を
検
討
す
る
こ
と
と
す
る
。

２
�
異
議
申
立
前
置
主
義
の
廃
止

現
行
の
国
税
不
服
申
立
制
度

で
は
、
処
分
に
不
服
が
あ
る
者

は
、
青
色
申
告
者
等
の
一
部
の

例
外
を
除
き
、
原
則
と
し
て
、

ま
ず
、
税
務
署
長
等
の
処
分
庁

に
対
し
て
異
議
申
立
て
を
し
、

か
か
る
異
議
決
定
を
経
て
か

ら
、
国
税
不
服
審
判
所
長
に
対

し
て
審
査
請
求
を
し
な
け
れ
ば

な
ら
ず
、
さ
ら
に
か
か
る
裁
決

を
経
て
裁
判
所
に
出
訴
す
る
こ

と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
て
い

る
（
国
通
法
７５
、
１
１
５
）
。
改

正
後
は
、
こ
の
い
わ
ゆ
る
２
段

階
前
置
主
義
の
う
ち
、
１
段
階

目
の
異
議
申
立
前
置
主
義
が
廃

止
さ
れ
、
処
分
に
不
服
が
あ
る

者
は
、
直
接
審
査
請
求
で
き
る

こ
と
に
な
る
。
こ
の
改
正
の
背

景
に
は
、
平
成
２３
年
の
国
税
通

則
法
の
改
正
に
よ
っ
て
、
す
べ

て
の
納
税
者
に
処
分
時
の
理
由

付
記
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
こ
と
が
影
響
し
て
い

る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
も
っ

ぱ
ら
法
解
釈
に
つ
い
て
争
い
た

い
場
合
な
ど
、
処
分
庁
に
よ
る

処
分
の
見
直
し
は
期
待
し
づ
ら

い
ケ
ー
ス
も
あ
る
の
で
、
直
接

審
査
請
求
で
き
る
こ
と
と
す
る

改
正
は
意
義
ぶ
か
い
。

ま
た
、
現
行
の
審
査
請
求
の

前
段
階
の
「
異
議
申
立
て
」

は
、「
再

調

査

の

請

求
（
仮

称
）
」
に
名
称

が

改

め

ら

れ

る
。
こ
の
名
称
は
、
納
税
者
に

対
し
て
�
税
務
調
査
の
や
り
直

し
�
と
い
う
イ
メ
ー
ジ
を
与
え

か
ね
な
い
の
で
、
審
査
請
求
と

の
選
択
制
と
さ
れ
る
こ
と
も
踏

ま
え
れ
ば
、
納
税
者
に
対
し
て

誤
解
を
与
え
な
い
よ
う
、
救
済

制
度
と
し
て
の
位
置
づ
け
を
周

知
徹
底
す
る
な
ど
の
行
政
庁
の

運
営
上
の
整
備
が
必
要
で
あ
ろ

う
。

３
�
不
服
申
立
期
間
の
延
長

現
行
法
上
、
処
分
が
あ
っ
た

こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌
日
か
ら

２
月
以
内
と
さ
れ
て
い
る
不
服

申
立
期
間
は
（
国
通
法
７７
�
）
、

３
月
以
内
に
延
長
さ
れ
る
。
平

成
１６
年
に
行
政
事
件
訴
訟
法
が

改
正
さ
れ
、
取
消
訴
訟
の
出
訴

期
間
が
処
分
又
は
裁
決
が
あ
っ

た
こ
と
を
知
っ
た
日
か
ら
６
か

月
（
改
正
前
３
か
月
）
に
延
長

さ
れ
た
こ
と
と
の
平
仄
の
問
題

も
あ
る
が
、
こ
の
度
の
改
正
で

は
、
国
民
の
権
利
利
益
の
救
済

と
法
律
関
係
の
早
期
安
定
の
バ

ラ
ン
ス
の
観
点
か
ら
、
３
月
以

内
と
い
う
比
較
的
小
幅
な
延
長

に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

な
お
、
現
行
の
異
議
決
定

（
改
正
後
は
再
調
査
の
請
求
決

定
）
後
の
審
査
請
求
期
間
（
１

月

以

内
）（
国

通

法
７７
�
）
は

見
直
さ
れ
な
い
。

４
�
審
理
関
係
人
に
よ
る
物
件
の
閲
覧
及
び
謄

写
の
請
求
権
の
拡
充

現
行
法
は
、
審
査
請
求
人
及

び
参
加
人
に
対
し
て
、
原
処
分

庁
か
ら
提
出
さ
れ
た
書
類
そ
の

他
の
物
件
の
閲
覧
請
求
権
を
認

め
て
い
る
（
国
通
法
９６
、
１
０
９

�
）
。
こ

の

度

の

改

正

に

よ

り
、
こ
の
閲
覧
請
求
権
の
対
象

に
担
当
審
判
官
の
職
権
収
集
資

料
が
加
え
ら
れ
る
と
と
も
に
、

謄
写
を
求
め
る
こ
と
も
可
能
と

な
る
。
ま
た
、
閲
覧
・
謄
写
請

求
権
の
主
体
に
原
処
分
庁
も
加

え
ら
れ
る
。

国
税
審
判
官
は
、
両
当
事
者

（
審
査
請
求
人
、
原
処
分
庁
）

の
主
張
を
整
理
す
る
だ
け
で
な

く
、
職
権
で
自
ら
事
実
関
係
を

調
査
す
る
こ
と
も
で
き
る
の

で
、
国
税
審
判
官
の
職
権
収
集

資
料
が
閲
覧
・
謄
写
の
対
象
と

さ
れ
る
こ
と
は
、
審
理
の
透
明

性
や
公
正
性
に
資
す
る
も
の
と

し
て
有
意
義
で
あ
る
。

ま
た
、
謄
写
権
が
規
定
さ
れ

る
こ
と
は
、
複
雑
難
解
な
税
務

の
閲
覧
資
料
を
書
き
写
し
て
い

る
現
状
か
ら
す
れ
ば
、
審
査
請

求
人
の
利
便
性
に
資
す
る
と
い

う
意
味
で
、
も
ち
ろ
ん
有
意
義

で
あ
る
が
、
今
後
、
一
般
の
税

務
行
政
に
お
い
て
も
、
閲
覧
権

と
併
せ
て
広
く
謄
写
権
も
認
め

ら
れ
る
よ
う
に
な
る
こ
と
が
期

待
さ
れ
る
。

５
�
審
査
請
求
人
の
処
分
庁
に
対
す
る
質
問
、審

理
手
続
の
計
画
的
遂
行
等
の
手
続
規
定
の
整
備

現
行
法
は
、
担
当
審
判
官

は
、
審
査
請
求
人
か
ら
口
頭
意

見
陳
述
の
申
立
て
が
あ
っ
た
と

き
は
、
そ
の
機
会
を
与
え
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
て
い

る
が
（
国
通
法
８４
�
、
１
０
１

�
）
、
こ

の

度

の

改

正

に

よ

り
、
当
該
口
頭
意
見
陳
述
に
お

い
て
、
審
査
請
求
人
の
原
処
分

庁
に
対
す
る
質
問
が
認
め
ら
れ

る
こ
と
と
な
る
。
こ
れ
は
、
対

審
性
の
観
点
か
ら
、
審
査
請
求

人
の
手
続
保
障
の
充
実
を
図
ろ

う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
審
理
の
迅
速
化
を
図

る
観
点
か
ら
、
複
雑
な
事
件
等

に
つ
い
て
審
理
事
項
・
手
順
を

整
理
す
る
た
め
の
審
理
手
続
の

計
画
的
遂
行
等
に
係
る
手
続
規

定
が
整
備
さ
れ
る
。

６
�
国
税
通
則
法
第
９９
条
の
改
正

現
行
国
税
通
則
法
第
９９
条

は
、
国
税
不
服
審
判
所
長
が
国

税
庁
長
官
の
法
令
解
釈
と
異
な

る
解
釈
に
よ
る
裁
決
又
は
重
要

な
先
例
と
な
る
裁
決
を
す
る
と

き
の
手
続
に
つ
き
規
定
す
る

が
、
同
条
の
改
正
に
よ
り
、
国

税
庁
長
官
の
国
税
不
服
審
判
所

長
に
対
す
る
指
示
が
廃
止
さ
れ

る
。
改
正
後
は
、
国
税
庁
長
官

が
国
税
不
服
審
判
所
長
の
意
見

を
相
当
と
認
め
る
一
定
の
場
合

を
除
き
、
国
税
不
服
審
判
所
長

は
国
税
審
議
会
の
議
決
に
基
づ

い
て
裁
決
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
と
な
る
。（
下
図
参
照
）

こ
の
改
正
は
、
国
税
不
服
審

判
所
の
国
税
庁
か
ら
の
独
立
性

を
高
め
る
も
の
と
し
て
評
価
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

７
�
施
行
・
適
用
日

大
綱
で
は
、
上
記
の
改
正
は
、

国
税
通
則
法
第
９９
条
の
改
正
を

除
き
、
改
正
行
政
不
服
審
査
法

の
施
行
の
日
か
ら
適
用
す
る
こ

と
と
さ
れ
て
い
る
。
改
正
行
政

不
服
審
査
法
の
施
行
は
、
法
所

管
の
総
務
省
に
よ
れ
ば
、
成
立

か
ら
２
年
以
内
と
さ
れ
て
い
る

の
で
（
総
務
省
「
行
政
不
服
審

査
制
度
の
見
直
し
方
針（
概
要
）」

（
平
成
２５
年
６
月
）
１
頁
。
）
、
平

成
２８
年
か
ら
新
制
度
に
移
行
す

る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
国
税
通

則
法
第
９９
条
の
改
正
は
、
平
成

２６
年
度
税
制
改
正
法
案
に
含
ま

れ
る
こ
と
と
な
る
の
で
、
別
段

の
定
め
の
な
い
限
り
、
平
成
２６

年
４
月
１
日
施
行
で
あ
る
。

８
�
お
わ
り
に

こ
の
度
の
改
正
は
、
国
税
通

則
法
第
９９
条
の
改
正
を
除
き
、

今
通
常
国
会
で
審
議
が
予
定
さ

れ
て
い
る
行
政
不
服
審
査
法
の

改
正
に
伴
う
整
備
法
の
一
つ
と

し
て
国
税
通
則
法
が
改
正
さ
れ

る
こ
と
に
よ
り
結
実
す
る
も
の

で
あ
る
。
行
政
不
服
審
査
法
の

改
正
は
、
平
成
１８
年
頃
か
ら
総

務
省
に
お
い
て
検
討
が
は
じ
め

ら
れ
、
平
成
２０
年
に
は
改
正
法

案
が
国
会
に
提
出
さ
れ
た
も
の

の
翌
年
夏
の
衆
議
院
解
散
に
よ

り
廃
案
と
な
り
、
そ
の
後
２
度

の
政
権
交
代
を
経
て
紆
余
曲
折

の
末
、
漸
く
実
現
に
至
ろ
う
と

し
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
長
期

間
に
わ
た
る
検
討
の
成
果
と
し

て
、
本
稿
で
確
認
し
て
き
た
よ

う
に
基
本
的
に
評
価
に
値
す
る

改
正
内
容
で
あ
る
。
行
政
不
服

審
査
法
及
び
整
備
法
の
早
期
の

改
正
実
現
が
期
待
さ
れ
る
。
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